
新規・継続 継続 主要事業 ○ 事業コード 4020107

会計 一般 款 2 項 1 目 11

開始
年度

終了予定
年度

― ―

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 有

H30年度 R元年度 R2年度

備蓄食料数 食 17390 17390 17390

防災・防犯メール
登録者数

人 6500 7500 7500

自主防災組織率 ％ 95 100 100

実績値 目標値
H26年度 R2年度

自主防災組織数 組織 4 8

基準値 目標値
（年度） R元年度
23
（H26)
4

（H26)
5966
（H26）

事業期間

防災事業

市民経済環境部
(総務部)

課等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

自助・共助の意識を高め、地域防災力の向上を促進する。

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

自主防災組織数

協働の取組内容
自主防災組織の活動において、防災訓練等の災害への
備えの中で自主的な協働の取組が行われている。

目標値
指標として設定する理由

【継続】の場合の区分 継続

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由 終了する理由

業務継続計画の推進や地域防災計画の見直し、各種防災関係マニュアルの作成が急務である。また、防災施設
や資機材の整備を計画的に実施する必要がある。
情報発信として、「市防災・防犯メール」を配信

市民、避難者、自主防災組織

いつ発生するかわからない自然災害等の大規模災害や武力攻撃事態等に備え、行政の
体制整備（業務継続計画、地域防災計画、関係マニュアル等の作成）、関係団体等との連
携の強化、備蓄物資の購入を実施する。
市防災・防犯メールの登録者数の増加加入促進を図る。
共助としての地域防災活動にあたる自主防災組織の育成・支援を行ない、地域防災力の
向上を図る。

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

班等名

災害対策基本法、富里市防災会議条例、富里市災害対策本部条例、富里市地域防災計
画、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律、富里市国民保護協

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(1)　災害に強いまちづくりの推進

防災室
（防災班）

市民活動推進課
（防災課）

災害に備えた取組みの推進。

防災意識の高揚を図り、地域防災力の向上を図る。

自助・共助の意識を高め、地域防災力の向上を促進する。

単位 区分

災害時応援協定
の締結数

件

防災・防犯メール
登録者数

人

28

7500

KPI

KPI

防災体制の強化の推進

防災意識の高揚を図り、地域防災力の向上
を図る。

8 KPI
自助・共助の意識を高め、地域防災力の向
上を促進する。

組織

総合戦略におけ
る指標等

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020107

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

食 17,390 16,300 17,390 17,390

人 6,500 4,934 7,500 7,500

％ 95 75 100 100

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

評
価

平
成
3
0
年
度

効果があった

備蓄食料数に関しては、H30に見直をした富里市備蓄計画で17、390と算定し、目標達成を
目指している。
防災・防犯メールに関しては、目標値には到達していないものの、昨年度から順調に登録
者数を増やしている。
自主防災組織率に関しては、浩養・旧洗心で組織化されていない状況にある。

事業の継続

備蓄食料数については、災害時、重要な生活物資である。平成29年度に実施したアセスメ
ント調査に基づき見直した富里市備蓄計画の目標達成を目指す。
防災・防犯メール登録者については、災害時、情報取得手段の１つとして最重要手段であ
る。啓発回数増加及び市民参加会議等での啓発などを実施し、登録者数増加を目指す。
自主防災組織に関しましては、これからも組織策定に向けて啓発活動を行う。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位

平成30年度

備蓄食料数

防災・防犯メール登録者数

自主防災組織率

班等名

防災事業  市民経済環境部(総務部)  市民活動推進課（防災課）  防災室（防災班）

事業（予算）名 部等名 課等名



新規・継続 継続 主要事業 ○ 事業コード 4020107

会計 一般 款 2 項 1 目 11

開始
年度

終了予定
年度

不明 ―

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 無

H30年度 R元年度 R2年度

機器の保守点検 回 1 1 1

移動系局数 局 14 23 30

実績値 目標値
H26年度 R2年度

基準値 目標値
（年度） R元年度

（　　）

（　　）

（　　）

災害対策基本法、電波法、富里市地域防災計画、富里市防災行政無線局管理運用規程

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(1)　災害に強いまちづくりの推進

市民活動推進課
（防災課）

防災室
（防災班）

【継続】の場合の区分 継続

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由 終了する理由

非常時に備え、単一の情報伝達手段ではなく複数の情報伝達手段を準備しておくことが求められている。
また、災害対策本部と災害現場等との通信体制の整備を図る必要がある。

市民
防災行政無線等

市民が災害時などに災害情報を得ることができるよう、適切に維持管理を行うとともに、難
聴地域の解消を図るとともに、複数の情報伝達手段を検討する。
迅速な災害対応を図るため、移動系無線の整備を検討する。

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

事業期間

防災行政無線事業

市民経済環境部
(総務部)

課等名 班等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

総合戦略におけ
る指標等

協働の取組内容

目標値
指標として設定する理由

単位 区分

災害情報等を得ることができるよう、適切に維持管理

通信体制の整備

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020107

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

回 1 1 1 1

局 14 14 23 30

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業（予算）名 部等名 課等名

平成30年度

機器の保守点検

移動系局数

班等名

防災行政無線事業  市民経済環境部(総務部)  市民活動推進課（防災課）  防災室（防災班）

評
価

平
成
3
0
年
度

相当程度効果があった

災害が起こった時に、災害情報等をしっかりと得ることができるよう、適切に維持管理をし
た。
災害時、通信体制を強固にするための準備。

事業の継続

保守点検を行い、災害時しっかりと機能することができる状態にしておく。
移動系無線機の増加に努める。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位



新規・継続 継続 主要事業 × 事業コード 4020307

会計 一般 款 3 項 4 目 1

開始
年度

終了予定
年度

H23 R元

現状
（課題・ニーズ）

対象
（誰・何を）

事業内容
（課題・ニーズ
の解決策）

）

事業手法
選択の理由

協働の取組 無

H30年度 R元年度 R2年度

住宅再建数 件 8 9

実績値 目標値
H26年度 R2年度

基準値 目標値
（年度） R元年度

（　　）

（　　）

（　　）

市民活動推進課
（防災課）

班等名

平成２２年度の災害による被災者住宅再建資金利子補給事業補助金交付要綱（千葉県）
平成２２年度の災害による富里市被災者住宅再建資金利子補給事業補助金交付要綱

施策

施策の展開

施策2　市民を守る防災・消防救急体制の充実

(3)　市民による地域防災の強化

【継続】の場合の区分 継続

第四次実施計画事業シート

事業手法

開始する理由

東日本大震災（平成23年3月11
日）発生により事業開始

終了する理由

利子補給期間終了のため

支援制度を創設したことにより、住宅再建が徐々に進んでいる。

東日本大震災により、住宅に被害を受けた人

東日本大震災により、住宅に被害を受けた人に対し、住宅再建を支援するため、利子補給
補助金を交付する。

防災室
（防災班）

施策の大綱 第4章　人と自然が調和し、安全安心なまち

部等名

事業（予算）名

総合計画体系

予算科目

関連計画・
根拠法令等

事業期間

被災者住宅再建資金利子補給事業

市民経済環境部
(総務部)

課等名

事
業
の
概
要

指
標

指標（後期基本計画）の達成に寄与する理由

指標 単位

指標又は重要業績評価指標（KPI）の達成に
寄与する理由

後期基本計画
における指標

単位

総合戦略におけ
る指標等

協働の取組内容

目標値
指標として設定する理由

単位 区分

再建の進捗を示す

直営 委託 一部委託 指定管理者制度 PFI

その他の民間活用 （



事業コード 4020307

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

件 8 3 9

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業効果

判断理由

実績値を踏まえた
今後の方針

今後の方針の理由
及び今後の予定

事業（予算）名 部等名 課等名

平成30年度

住宅再建数

班等名

被災者住宅再建資金利子補給事業  市民経済環境部(総務部)  市民活動推進課（防災課）  防災室（防災班）

評
価

平
成
3
0
年
度

相当程度効果があった

被害を受けた方に対し利子補給することにより、住宅の再建が進んだ。

予定通り事業終了

対象者は決定しており、対象者に対する利子補給期間は５年間であるため、今年度で対象
期間が終了となり事業が完了する。

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

第
四
次
実
施
計
画

令和元年度 令和2年度
指標 単位


